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Ｕ

Ａ

ゼ

ン

セ

ン

書

記

長

古

川

　

大

　

Ｕ

Ａ

ゼ

ン

セ

ン

は

、

繊

維

・

衣

料

、

医

薬

・

化

粧

品

、

化

学

・

エ

ネ

ル

ギ

ー

、

窯

業

・

建

材

、

食

品

、

流

通

、

印

刷

、

レ

ジ

ャ

ー

・

サ

ー

ビ

ス

、

福

祉

・

医

療

、

派

遣

・

業

務

請

負

な

ど

、

国

民

生

活

に

関

連

す

る

産

業

で

働

く

労

働

者

が

結

集

す

る

産

業

別

労

働

組

合

で

す

。

　

Ｕ

Ａ

ゼ

ン

セ

ン

は

、

１

９

１

２

年

に

結

成

さ

れ

た

友

愛

会

を

源

流

と

し

、

戦

後

は

第

３

次

産

業

の

拡

大

と

い

っ

た

産

業

構

造

の

変

化

や

短

時

間

・

有

期

・

派

遣

労

働

者

な

ど

雇

用

形

態

の

多

様

化

に

対

応

し

た

積

極

的

な

組

織

化

を

進

め

て

き

ま

し

た

。

そ

し

て

、

幾

度

か

の

産

別

統

合

を

経

た

結

果

、

現

在

は

２

２

０

８

組

合

、

１

８

７

万

８

２

８

５

人

が

加

盟

し

、

短

時

間

や

有

期

契

約

な

ど

の

組

合

員

が

全

体

の

６

割

を

占

め

て

い

ま

す

。

産

業

別

に

製

造

産

業

部

門

、

流

通

部

門

、

総

合

サ

ー

ビ

ス

部

門

の

部

門

制

を

敷

い

て

、

産

業

内

に

お

け

る

公

正

労

働

基

準

の

確

立

や

産

業

政

策

の

実

現

を

目

指

し

た

運

動

を

展

開

し

て

い

ま

す

。

ま

た

、

全

国

�

都

道

府

県

に

支

部

を

置

き

、

専

従

者

を

配

置

で

き

な

い

地

域

の

中

小

労

働

組

合

の

運

動

を

サ

ポ

ー

ト

し

て

い

ま

す

。

　

日

本

生

産

性

本

部

が

設

立

さ

れ

た

１

９

５

５

年

当

時

、

生

産

性

運

動

に

対

す

る

労

働

組

合

の

認

識

や

対

応

は

統

一

さ

れ

て

い

ま

せ

ん

で

し

た

。

Ｕ

Ａ

ゼ

ン

セ

ン

の

旧

組

織

も

議

論

を

重

ね

て

生

産

性

運

動

に

参

画

し

て

い

き

ま

す

。

最

終

的

に

賛

成

し

た

の

は

、

生

産

性

運

動

は

単

な

る

合

理

化

運

動

や

能

率

増

進

運

動

で

は

な

く

、

産

業

民

主

主

義

を

徹

底

し

、

建

設

的

な

労

使

関

係

を

確

立

す

る

機

会

に

な

る

と

の

認

識

に

至

っ

た

か

ら

で

あ

り

、

ま

た

、

生

産

性

運

動

は

友

愛

会

以

来

の

人

間

性

の

尊

重

、

人

類

の

進

歩

発

展

と

い

う

基

本

理

念

と

通

底

し

て

い

た

か

ら

で

し

た

。

　

以

来

、

Ｕ

Ａ

ゼ

ン

セ

ン

は

、

産

業

・

企

業

の

健

全

な

発

展

に

よ

っ

て

雇

用

の

安

定

と

労

働

者

生

活

の

向

上

さ

ら

に

は

社

会

の

進

歩

と

経

済

の

繁

栄

に

つ

な

げ

る

た

め

、

生

産

性

の

向

上

と

い

う

観

点

で

は

経

営

側

と

協

力

し

、

そ

の

公

正

な

成

果

配

分

を

求

め

る

生

産

性

三

原

則

を

運

動

の

価

値

と

し

て

継

承

し

て

き

ま

し

た

。

ま

た

、

生

産

性

三

原

則

の

具

体

的

な

実

践

と

し

て

、

日

常

的

に

企

業

や

事

業

場

内

に

労

使

協

議

制

を

確

立

し

て

生

産

性

向

上

な

ど

に

つ

い

て

労

使

協

議

を

推

進

す

る

と

と

も

に

、

統

一

闘

争

を

背

景

と

し

た

団

体

交

渉

を

通

し

て

公

正

な

成

果

配

分

を

求

め

る

賃

金

闘

争

を

行

っ

て

い

ま

す

。

　

�

年

に

わ

た

り

日

本

の

賃

金

水

準

が

停

滞

し

た

要

因

は

、

ア

メ

リ

カ

や

ユ

ー

ロ

圏

と

異

な

り

、

一

人

当

た

り

実

質

雇

用

者

報

酬

の

伸

び

が

一

人

当

た

り

実

質

労

働

生

産

性

の

伸

び

と

乖

離

し

て

い

る

こ

と

に

あ

り

ま

す

。

デ

フ

レ

経

済

か

ら

確

実

に

脱

却

し

、

賃

金

と

経

済

の

好

循

環

を

実

現

し

て

い

く

に

は

、

今

一

度

、

生

産

性

三

原

則

を

社

会

的

合

意

と

し

て

再

認

識

す

る

運

動

を

進

め

る

と

と

も

に

、

新

た

な

感

染

症

な

ど

の

リ

ス

ク

が

今

後

発

生

し

て

も

、

人

件

費

を

対

象

と

し

た

コ

ス

ト

カ

ッ

ト

経

営

に

逆

戻

り

す

る

の

で

は

な

く

、

人

を

大

事

に

す

る

経

営

（

人

へ

の

投

資

）

の

考

え

方

を

堅

持

す

る

強

い

姿

勢

が

必

要

だ

と

考

え

ま

す

。


